
行政手続のオンライン利用率の引上げに関する 

第三者チェックの資料（令和５年５月１９日） 
 

 

＜対象事業名：役員又は主要株主の売買報告書の提出＞ 

■第三者チェック結果（資料１－１） 

■第三者チェックにあたっての関連資料 

・オンライン利用率引上げに係る基本計画（資料１－２） 

・スコアカード（資料１－３） 

 

 

＜対象事業名：少額短期保険募集人の役員又は使用人の届出、少額短期保険募集

人の役員又は使用人の届出事項の変更届出＞ 

■日本少額短期保険協会による第三者チェック意見書（資料２－１） 

 

■第三者チェックにあたって金融庁から日本少額短期保険協会に提示した資料  

・オンライン利用率引上げに係る基本計画（資料２－２） 

・スコアカード（資料２－３） 

・オンライン利用率引上げに係る取組一覧（資料２－４） 



  資料１－１ 

 

 

役員又は主要株主の売買報告書の提出に関するアンケートの結果について 

 

 

１．アンケートの概要 

 

 実施期間：令和５年３月 15日～17日 

 対象：令和４年に 10件以上の届出のあった証券会社 20社 

 電話による実務担当者へのアンケート 

 

 

 

（参考）アンケート対象者の提出件数ごとの内訳 

  

 

 

  



   

 

 

 

２．アンケート結果 

 

問１．オンライン提出をしているか。 

 

 

【オンライン提出をしない理由】 

・システム改修とあわせてオンライン提出に変更予定のため。 

・Gビズ IDのワンタイムパスワード認証が SMS番号への送付のみのため、対応

できない。 

 

  



   

 

 

 

問２．金融庁届出・申請システムは使いやすいか。 

 

 

【システムの使いづらい点】 

 

＜金融庁届出・申請システム関係＞ 

・特に初回提出時、操作方法・提出先がわかりづらかった。（計８社） 

・（手続きが条文番号順に並んでいない・部分一致検索がデフォルトでなく検索

機能が使いづらいため、）手続名の選択がしづらい。（計４社） 

・申請者情報の入力時、「住所（カナ）」が自動入力されない。 

・アップロードファイルの容量上限を引き上げてほしい。 

・アップロードしたファイル数を確認する機能があればよい。 

・複数のファイルをアップロードする際、表示されるファイル名が１件のみの

ため、複数のファイルを選択できているのかわかりづらい。 

・通知メールの送信先を追加できるようにしてほしい。 

・コメントを残したまま、ファイルを削除することができない。 

・システムから FAQへリンクを貼ってはどうか。 

・サポートデスクに問い合わせても解決しないことがあった。 

 

＜Gビズ ID関係＞ 

・Gビズ IDで対応している行政サービスのうち特定のサービスしか利用しない

ため、特定のサービスへのショートカットアクセスを可能にしてほしい。金

融庁届出・申請システムへのアクセスがわかりづらい。（計２社） 

・G ビズ ID のワンタイムパスワード認証について、SMS 番号への送付だけでな

く、メールアドレスへの送付にも対応してほしい。 



   

 

 

 

問３．売買報告書の様式は使いやすいか。 

 

 

【様式の使いづらい点】 

・取引明細を 10行までしか入力できない。（計６社） 

 

 

 

 

（以 上） 



資料１－２ 

 

 

 

オンライン利用率引上げに係る基本計画（令和４年５月 13日） 

 

府省名 金融庁 

対象事業名 役員又は主要株主の売買報告書の提出 

 

１．対象手続一覧 

手続ＩＤ 手続名 手続類型 手続主体 
手続の 

受け手 

総手続件数 

(令和元年度) 

オンライン 

手続件数 

(令和元年度) 

オンライン

利用率 

(令和元年度) 

オンライン 

利用率目標 

取組期間 

(達成期限) 

4161 役員又は主要株主

の売買報告書の提

出 

申請等 国民等、民

間事業者

等 

国 21,224件 0 件 0% 70% 令和４年 12

月 

- 役員又は主要株主

への利益関係書類

の写しの送付 

申請等に

基づかな

い処分通

知等 

国 国民等、民

間事業者

等 

26 件 0 件 0% - - 

- 売買等を行ってい

ない旨の申立て 

申請等 国民等、民

間事業者

等 

国 0 件 0 件 0% - - 



 

 

 

 

- 上場会社等への利

益関係書類の写し

の送付 

申請等に

基づかな

い処分通

知等 

国 民間事業

者等 

18 件 0 件 0% - - 

- 利益関係書類の写

しの公衆縦覧 

縦覧等 国 - 6 件 0 件 0% - - 

※オンライン利用率目標・取組期間の設定は事業内の主要手続のみとする。 

  



 

 

 

 

２．対象事業の概要 

 

上場会社等の役員又は主要株主(以下「役員等」という。)は、自己の計算において特定有価証券等の買い付け等または売付け等をした場合には、

その売買に関する報告書（売買報告書）を内閣総理大臣に提出する（①）とされており、その具体的な提出先は、受理権限を委任された各財務局(長)

である。役員等が当該売買等を金融商品取引業者等に委託していた場合、当該金融商品取引業者等を経由し提出する【役員又は主要株主の売買報告

書の提出】。 

なお、金融商品取引業者等を経由する場合にあっては、金融商品取引業者等が、売買報告書のうち、記名押印部分以外を様式に記載した書面を作

成・取引者（顧客）に郵送等（郵送／手交／メール等）し、取引者自身が書面を確認し（②）（※）、これを当該金融商品取引業者等が各財務局に郵

送等（郵送／電子申請・届出システム）にて提出する（③）という業務フローが一般的である。 

（※）法令上、署名・押印は義務付けられていないが、取引者自身が確認したことの証跡を残すため、金融商品取引業者等の内部規程等によっては、

引き続き署名・押印を求めており、書面の授受を行っている場合がある。 

権限の委任を受けた関東財務局長は、役員等から提出された売買報告書の記載に基づき、６か月以内の売買等によって短期売買利益を得ていると

認める場合において、「利益関係書類」（売買報告書のうち当該利益に係る部分）の写しを役員等に送付する【役員又は主要株主への利益関係書類の

写しの送付】。 

(i)  役員等が利益関係書類の写しに記載されている売買を行っていないと認める場合 

役員等は利益関係書類の写しの受領後 20 日以内に、当該書類に記載されている売買を行っていない旨を関東財務局長へ申立てする【売買等

を行っていない旨の申立て】。これを受け、当該申立てに係る部分については、売買報告書に記載（売買）がなかったものとみなす。 

(ii)  (i)の申立てが行われなかった場合 

役員等が利益関係書類の写しを受領した日から 20 日以内に上場会社等への当該利益の提供がなかった場合、関東財務局長は利益関係書類の

写しを上場会社等へ送付する【上場会社等への利益関係書類の写しの送付】。さらに、上場会社等へ写しを送付した日より起算して 30 日以内に

役員等から上場会社等への当該利益の提供がなかった場合、利害関係書類の写しを公衆縦覧に供する【利益関係書類の写しの公衆縦覧】。 

 

  



 

 

 

 

３．対象事業のオンライン化の状況（対象事業自体がオンライン化未実施の場合は、オンライン化までのスケジュールを記載） 

 

 【役員又は主要株主の売買報告書の提出】令和３年７月から金融庁電子申請・届出システム（以下、単に「システム」という。）の運用が開始

され、各財務局（長）宛の提出（２．①③）のオンライン化が可能となった。一方で、２．に記載のとおり、金融商品取引業者等によっては、

現在も取引者と書面の授受を行っている場合がある（２．②）。 

 【役員又は主要株主への利益関係書類の写しの送付】金融商品取引業者等を経由して売買報告書の提出を行う場合に役員等はシステムのアカウ

ント登録を行わないことから、現状、役員等が写しを受領することが担保できるオンラインでの送付手段が行政側にないこと、手続き件数が少

ないこと等から、今後、必要に応じて検討を行う。 

 【売買等を行っていない旨の申立て】システムによる申立てが可能となった。 

 【上場会社等への利益関係書類の写しの送付】上場会社等は提出システムのアカウント登録を行わないこと、手続き件数が少ないこと等から、

今後、必要に応じて検討を行う。 

 【利益関係書類の写しの公衆縦覧】手続き件数や公表内容を踏まえつつ、オンラインでの公衆縦覧の方法について検討を行う。 

 

  



 

 

 

 

４．手続の概要、目標値、課題、アクションプラン 

手続名 役員又は主要株主の売買報告書の提出 

各手続の 

概要 

【概要】 

「２．対象事業の概要」参照。 

【年間総手続件数（令和２年度）、 オンライン利用率（令和２年度を含む過去５年間）】 

・年間総手続件数：4,125件（令和２年度） 

・オンライン利用率：0%（平成 28年度～令和２年度）※オンライン未対応 

オンライン

利用率目標・

取組期間と

設定の考え

方 

（主要な手

続について

目標設定）※

調査中の場

合でも想定

目標値を記

載 

【目標】 

オンライン利用率 70％ 

オンライン利用率＝システムによる届出件数/全届出件数 

【取組期間（達成期限）】 

令和４年 12月 

【目標・期間設定の考え方】 

届出をオンラインで行うことのできるシステムの運用が開始され、令和４年３月のオンライン利用率は約 60％まで上昇し

ている。証券会社による届出が全体の約９割と大宗を占めることを踏まえ、当面の間、証券会社のオンライン利用率の上昇

を中心としつつ、全体のオンライン利用率の引上げを図る。 

※証券会社のオンライン利用率が 80％となることで、全体のオンライン利用率は 70％を達成する見込み。 

  



 

 

 

 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン① 

課題 証券会社等の社内規程などにより取引者の署名・押印が必要な場合がある。 

中間 KPI 【目標】 

令和４年 12月までに、署名・押印のない届出の割合を 60％に引き上げる。 

【KPIの定義】 

署名・押印のない届出の割合＝署名・押印を廃止した証券会社のオンラインによる届出件数/証券会社の全届

出件数 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

署名・押印が不要である旨を明示した「よくある質問」を公表し、その内容について証券会社等に対し周知を行う。 

【取組期限（期間）】 

令和４年５月まで 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

引き続き署名・押印を必要としている証券会社に対して、阻害要因のヒアリングを行う。 

【取組期限（期間）】 

令和５年３月まで複数回実施 

  



 

 

 

 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン⓶ 

課題 届出者の利用しやすい様式となっていない。 

中間 KPI 【目標】 

令和４年９月までに、様式の改訂を行う。 

【KPIの定義】 

－ 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

様式改訂案について、財務局及び主な証券会社と意見交換を行う。 

【取組期限（期間）】 

令和４年８月 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

様式の改訂について、証券会社等に対して周知を行う。 

【取組期限（期間）】 

令和４年９月 

  



 

 

 

 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン③ 

課題 オンライン提出方法のわかりやすさ。 

中間 KPI 【目標】 

令和５年３月までに、利用者に対してアンケートを実施し、オンライン提出方法について「わかりやすい」旨

の回答率 80％。 

【KPIの定義】 

回答率＝「わかりやすい」旨回答した利用者数/アンケートの回答者数 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

オンライン提出のしやすさ等について利用者に対してヒアリングを行う。 

【取組期限（期間）】 

令和４年 12月 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

ヒアリング結果を踏まえ、わかりにくいと指摘のあった事項について、よくある質問の更新を行う。 

【取組期限（期間）】 

令和５年３月 

 

  



 

 

 

 

５．スコアカードの更新頻度と公表方法 

 

四半期ごとに更新し、金融庁ウェブサイトに公表する。 

 

 

６．利用者目線での第三者チェックの方法と時期（少なくとも年に１回チェックを受け、チェックの概要等については公表する） 

 

年に１回、届出者に対してアンケート調査等を行い、取組の妥当性・進捗度合等について、チェックを受ける。当該チェック結果の概要等につい

ては、金融庁ウェブサイトにて公表する。 

 

 

７．基本計画の見直し 

 

・取組の進捗をチェックし、必要に応じて取組内容を修正するなど、基本計画を改定する。 

・第三者チェックの結果を踏まえ、基本計画を見直し、必要な改定を行う。 



スコアカード

府省名 取組対象事業 手続件数

手続名

（目標値を定め

る主要なもの）

法令
手続の種

類

年間手続

件数（令

和元年

度）

年間オン

ライン件

数（令和

元年度）

オンライン利

用率（令和元

年度）

オンライン利用率

（現在値）

オンライ

ン利用率

目標

達成期限 課題①
中間KPIと

目標

アクショ

ンプラン

a

アクショ

ンプラン

b

アクショ

ンプラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

課題②
中間KPI

と目標

アクショ

ンプラン

a

アク

ション

プラン

b

アク

ション

プラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

課題③
中間KPI

と目標

アクショ

ンプラン

a

アクショ

ンプラン

b

アク

ション

プラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

金融庁
役員又は主要株主の売

買報告書の提出
21,224

役員又は主要

株主の売買報

告書の提出

金融商品

取引法

国民、

事業者

⇒国

21,224 0 0% 67.9% 70%
令和４年

12月

押印の

廃止

押印廃止

率60％

業界へ

の周知

阻害要

因のヒ

アリン

グ

72%
令和４

年12月

様式の

改訂

様式の

改訂

業界等

との意

見交換

業界

への

周知

令和４

年９月

オンラ

イン提

出方法

のわか

りやす

さ

アン

ケート

結果

80％

利用者

へのヒ

アリン

グ

よくあ

る質問

の更新

令和５

年３月
○

○進捗（中間ＫＰＩ）：中間ＫＰＩの進捗状況　（青色：中間ＫＰＩ目標達成済）

○オンライン完結：手続がオンラインで完結しているか。（○：完結する　　×：完結していない）

オンライン利用率を引き上げる上での課題と課題解決のための取組 オンライ

ン完結○

×（添付

書類や

キャッ

シュレス

化など）

令和４年12月31日時点

【スコアカードについて】

○基本計画に記載した取組対象手続のうち、オンライン利用率目標を設定した主要な手続について掲載。計画の進捗状況を視覚化し、計画の見直しに利用するために作成しているもの。

○オンライン利用率（現在値）：目標の達成状況（進捗度※）に応じて色分け　　※目標に対する進捗(%)＝（現在の利用率－令和元年度利用率）/(目標利用率－令和元年度利用率）

　（青色：目標達成済　　緑色：目標に対する進捗率70％～100％未満　　黄色：〃40％～70％未満　　橙色：〃10％～40％未満　　赤色：〃10％未満）

○課題①～③：基本計画に記載の課題項目

○各アクションプラン（a,b,c）：基本計画に記載したアクションプラン項目を記載し、取組の進捗状況に応じて色分け

　（青色：措置済　　緑色：取組中（期限内）　　黄色：取組中（期限超過）　　橙色：未着手（期限内）　　赤色：未着手（期限超過））

別添１－３



オンライン利用率の推移

府省名 取組対象事業

手続名

（目標値を定める主要

なもの）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
令和3年4月

（単月）
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 令和4年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

金融庁
役員又は主要株主の

売買報告書の提出

役員又は主要株主の

売買報告書の提出
0.0% 0.0% 32.7% 0.0% 0.0% 0.0% 23.9% 30.7% 29.9% 25.1% 35.1% 59.9% 56.1% 61.0% 62.1% 60.1% 67.5% 69.1% 73.6% 69.1% 71.3% 68.4% 68.9% 67.9%



  資料２－１ 

 

 

２０２３年３月３１日 

金融庁 監督局  

保険課御中 

日本少額短期保険協会 

 

オンライン利用率引上げに係る第三者チェック意見書 

 

昨年の当協会において取り纏めた第三者チェック意見書提出後の取組状況等につきまし

て、第三者チェックを実施し意見書を取り纏めましたので、宜しくご査収ください。 

 

 

（答） 

・「オンライン利用率の大胆な引上げ」方針に沿い、金融庁内で目標・期間設定・ 

アクションプラン設定の検討・決定がなされた。 

１年という短期間での大幅な利用率引き上げ（利用実態 1.8％⇒目標 40％）計画で 

あったが、政府方針の趣旨及び他業態の利用実態とのバランス等から妥当なもので 

あったと考える。 

・対象事業選定時あるいは目標・アクションプラン策定時に利用率の低迷原因分析を 

きめ細かく行っていれば、より実効的なプランになっていたのではないかと考える。 

 

 

２．事業者団体である日本少額短期保険協会とも協力して基本計画に従って取組みを 

進めていたか。 

（答） 

・業界全体の利用率引上げにあたっては、日本少額短期保険協会との強い連携が不可欠

との認識の下で協力を要請し、以降一体となって計画への取り組みを行うことに成功

した。 

その結果、協会主催経営者向けセミナーにおける少額短期保険監督室長講演での直接

的な本計画達成協力の呼びかけの他、協会における各社向け通達発信や協会主催各種

委員会・部会での周知徹底対応等により業界各社の改善意識は浸透していったものと

思われる。 

１．基本計画において、少額短期保険募集人の役員又は使用人の届出、少額短期保険 

募集人の役員又は使用人の届出事項の変更届出のオンライン利用率の引上げに資する、

適切な目標・期間設定・課題解決のためのアクションプランを設定していたか。 



 

 

 

 

３．目標数値・達成時期に対して、取組みは進捗していたか。 

（答） 

・令和４年３月までに「オンライン利用率 40％まで引上げる」目標に対し、令和４年４月

においては、オンライン利用率が 100％に至り、完全移行が円滑になされた。 

 全社がオンラインへ完全移行できた理由としては、①業界各社への改善周知徹底努力、

②以前のシステム（e-Gov）に比し利便性が向上した新システム稼働時を捉えた業務 

切り替えを訴求したアクションプランが功奏したこと等が挙げられる。 

・オンライン利用率引上げの実現においては、利用者（少短社）側の改善努力の部分が 

大きいことは事実であるが、一方で届出受理（行政）側の態勢整備がより迅速になされ

ていれば、改善がより早期に実現していたものと思われる。 

 

 

４．事業者団体である日本少額短期保険協会に第三者チェックを受けるにあたり、 

必要となる情報提供を十分に行っていたか。 

（答） 

・全社オンライン利用への切替えが完了するまでの間、協会に対し利用率推移等の 

情報提供は遅滞なく行われていたものと考える。 

 

 

５．オンライン申請の利用者や関係者の意見を聞く機会を設けていたか。 

（答） 

・新システム稼働を機に「新システム説明会」を実施したが、協会を通じ受講者の意見を

踏まえ、実務者目線に立ったシステム説明会を再度開催する等利用者側の意見をよく 

拾い上げた適切な対応が行われていた。 

  

 

以上 



資料２－２ 

 

 

 

オンライン利用率引上げに係る基本計画（令和４年５月 13日） 

 

府省名 金融庁 

対象事業名 少額短期保険募集人の役員又は使用人の届

出、少額短期保険募集人の役員又は使用人の

届出事項の変更届出 

 

１．対象手続一覧 

手続ＩＤ 手続名 手続類型 手続主体 
手続の 

受け手 

総手続件数 

(令和元年度) 

オンライン 

手続件数 

(令和元年度) 

オンライン

利用率 

(令和元年度) 

オンライン 

利用率目標 

取組期間 

(達成期限) 

3612 少額短期保険募集

人の役員又は使用

人の届出、少額短期

保険募集人の役員

又は使用人の届出

事項の変更届出 

1 申請等 6 民間事

業者等 

1 国 14,301 258 1.80% 40% 令和４年３

月 

※オンライン利用率目標・取組期間の設定は事業内の主要手続のみとする。 

  



 

 

 

２．対象事業の概要 

 

少額短期保険募集人は、その役員又は使用人に保険募集を行わせようとするときは、保険業法第 302 条に基づき、その者の氏名及び生年月日を、

所属する少額短期保険業者から各財務局・財務事務所等に届け出る。また、届け出た事項について変更を生じたとき、又は届出に係る役員若しくは

使用人が保険募集を行わないこととなったとき、若しくはこれらの者が死亡したときも、同様に届け出る。 

 

 

３．対象事業のオンライン化の状況（対象事業自体がオンライン化未実施の場合は、オンライン化までのスケジュールを記載） 

 

・e-Govでの届出を通じて、オンラインで完結が可能だが、電子証明書の取得が必要。 

・令和３年６月 30 日に電子証明書の取得が不要な新システムの整備が完了し、同年９月に運用を開始した。 

 

 

 

 

 



 

 

 

４．手続の概要、目標値、課題、アクションプラン 

手続名 少額短期保険募集人の役員又は使用人の届出、少額短期保険募集人の役員又は使用人の届出事項の変更届出 

各手続の 

概要 

【概要】 

 「２．対象事業の概要」参照。 

【年間総手続件数（令和２年度）、 オンライン利用率（令和２年度を含む過去５年間）】 

・年間手続件数：13,690件（令和２年度） 

・オンライン利用率 

令和２年度 11.89％、令和元年度：1.8％、平成 30年度：1.9％、平成 29年度：1.6％、平成 28 年度：2.0％ 

オンライン

利用率目標・

取組期間と

設定の考え

方 

（主要な手

続について

目標設定）※

調査中の場

合でも想定

目標値を記

載 

【目標】 

オンライン利用率 40％ 

オンライン利用率＝（オンライン申請件数）/全申請件数） 

【取組期間（達成期限）】 

令和４年３月まで 

【目標・期間設定の考え方】 

令和元年度時点では、オンライン申請が可能であるものの、オンライン率は 1.8％となっている。利便性を向上させたオン

ライン申請システムが令和３年６月末に整備完了し、同年９月に運用開始した。今後、一定程度オンライン利用率の上昇が

見込まれるが、事業者への周知・浸透期間を考慮し、令和３年度末までにオンライン利用率を 40％まで引き上げることを目

標とする。 



 

 

 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン① 

 

課題 オンライン届出にあたり、電子証明書の取得が必要であるため、その取得プロセス・費用が発生している。 

中間 KPI 【目標・達成期限】令和３年度早期に、届出プロセスを簡素化する。 

【KPIの定義】 

簡素化＝電子証明書の取得を必須としない届出プロセスの導入。 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

オンライン申請の際には、ID・PW 方式で本人確認を行うよう、システム更改を行う（必要に応じて、ID・PW方式に

加え、電子証明書の利用が可能）。 

【取組期限（期間）】 

令和４年３月 

オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン② 

課題 オンライン申請について知らない・利用方法がわからない。 

中間 KPI 【目標】事業者向けアンケートにおいて、回答者の理解度及び満足度 80％ 

【KPIの定義】 

理解度＝申請システムの利用方法について「理解している」と回答した事業者の割合 

満足度＝申請システムについて「使いやすい」と回答した事業者の割合 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

オンライン申請システム更改の概要・利用方法等に関する事業者向け説明会の開催 

【取組期限（期間）】 

令和３年４月～令和４年３月 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

事業者団体とも協力し、オンライン申請システムの更改について事業者向けの周知を行う。 

【取組期限（期間）】 

令和３年４月～令和４年３月 

 



 

 

 

５．スコアカードの更新頻度と公表方法 

 

四半期ごとに更新し、金融庁ウェブサイトに公表する。 

 

 

６．利用者目線での第三者チェックの方法と時期（少なくとも年に１回チェックを受け、チェックの概要等については公表する） 

 

年に１回、スコアカード等の取組の進捗状況を示す資料を、利用者から構成される事業者団体である日本少額短期保険協会に提示し、取組の妥当

性・進捗度合等について、チェックを受ける。当該チェックの概要等については、日本少額短期保険協会に提示した資料を含め、金融庁ウェブサイ

トにて公表する。 

 

 

７．基本計画の見直し 

 

・取組の進捗をチェックし、必要に応じて取組内容を修正するなど、基本計画を改定する。 

・第三者チェックの結果を踏まえ、基本計画を見直し、必要な改定を行う。 

 



スコアカード

府省名 取組対象事業 手続件数

手続名

（目標値を定め

る主要なもの）

法令
手続の種

類

年間手続

件数（令

和元年

度）

年間オン

ライン件

数（令和

元年度）

オンライン利

用率（令和元

年度）

オンライン利用

率（現在値）

オンライ

ン利用率

目標

達成期限 課題①
中間KPIと

目標

アクショ

ンプラン

a

アクショ

ンプラン

b

アクショ

ンプラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

課題②
中間KPI

と目標

アクショ

ンプラン

a

アク

ション

プラン

b

アク

ション

プラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

課題③
中間KPI

と目標

アクショ

ンプラン

a

アクショ

ンプラン

b

アク

ション

プラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

課題④
中間KPI

と目標

アクショ

ンプラン

a

アクショ

ンプラン

b

アク

ション

プラン

c

進捗

（中間

KPI）

達成期限

（中間

KPI）

金融庁

少額短期保険募集人の

役員又は使用人の届

出、少額短期保険募集

人の役員又は使用人の

届出事項の変更届出

14,301

少額短期保険

募集人の役員

又は使用人の

届出、少額短

期保険募集人

の役員又は使

用人の届出事

項の変更届出

保険業法
事業者

⇒国
14,301 258 1.8% 100.0% 40%

令和４年

3月

電子証

明書の

取得プ

ロセ

ス・費

用

届出プロ

セスの簡

素化

システ

ム更改
100%

令和4

年3月

オンラ

イン申

請につ

いて知

らな

い・利

用方法

がわか

らな

い。

アン

ケート

回答者

の理解

度及び

満足度

80％

説明会

の開催
周知

理解度

83.0%

満足度

86.3%

令和４

年3月
○

○進捗（中間ＫＰＩ）：中間ＫＰＩの進捗状況　（青色：中間ＫＰＩ目標達成済）

○オンライン完結：手続がオンラインで完結しているか。（○：完結する　　×：完結していない）

オンライン利用率を引き上げる上での課題と課題解決のための取組 オンライ

ン完結○

×（添付

書類や

キャッ

シュレス

化など）

令和４年４月30日時点

【スコアカードについて】

○基本計画に記載した取組対象手続のうち、オンライン利用率目標を設定した主要な手続について掲載。計画の進捗状況を視覚化し、計画の見直しに利用するために作成しているもの。

○オンライン利用率（現在値）：目標の達成状況（進捗度※）に応じて色分け　　※目標に対する進捗(%)＝（現在の利用率－令和元年度利用率）/(目標利用率－令和元年度利用率）

　（青色：目標達成済　　緑色：目標に対する進捗率70％～100％未満　　黄色：〃40％～70％未満　　橙色：〃10％～40％未満　　赤色：〃10％未満）

○課題①～③：基本計画に記載の課題項目

○各アクションプラン（a,b,c）：基本計画に記載したアクションプラン項目を記載し、取組の進捗状況に応じて色分け

　（青色：措置済　　緑色：取組中（期限内）　　黄色：取組中（期限超過）　　橙色：未着手（期限内）　　赤色：未着手（期限超過））

別添２－３



オンライン利用率の推移

府省名 取組対象事業

手続名

（目標値を定める主要

なもの）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
令和3年4月

（単月）
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 令和4年1月 2月 3月 4月

金融庁

少額短期保険募集人

の役員又は使用人の

届出、少額短期保険

募集人の役員又は使

用人の届出事項の変

更届出

少額短期保険募集人

の役員又は使用人の

届出、少額短期保険

募集人の役員又は使

用人の届出事項の変

更届出

1.8% 11.9% 82.7% 57.7% 57.6% 66.4% 72.8% 80.7% 86.7% 90.5% 91.8% 95.7% 99.5% 99.7% 99.9% 100.0%



資料 2－4 

 

 

 

オンライン利用率引上げに係る取組一覧 

 

令和２年 10月 28日 「行政手続の電子化に関するアンケート」を少額短期保険業者

に発出 

令和２年 11月 19日 日本少額短期保険協会との意見交換会において、オンライン化

に向けた協力を依頼 

令和２年 12月～ 財務局が、オンライン化を少額短期保険業者に慫慂 

令和２年 12月４日 「オンライン利用率引上げに係る基本計画」を策定・公表 

令和３年３月３日 日本少額短期保険協会との意見交換会において、オンライン化

に向けた協力を依頼 

令和３年３月 31日 「金融庁電子申請・届出システムの利用等について ―gBizID

取得のお願い―」を日本少額短期保険協会に発出し、新システム

の利用開始に向けて、少額短期保険業者への周知を依頼 

令和３年４月 21日 「オンライン利用率引上げに係る基本計画」を改定・公表 

令和３年５月～ 財務局が、オンライン化を少額短期保険業者に慫慂 

令和３年５月 31日 「金融庁電子申請・届出システムの利用開始に向けたご連絡」を

日本少額短期保険協会に発出し、新システムの運用開始の準備

が整った旨について、少額短期保険業者への周知を依頼 

令和３年６月１日 新システムの運用を開始（募集人関係手続を除く） 

令和３年７月 30日 「オンライン利用率引上げに係る基本計画」を改定・公表 

令和３年９月 13日 財務局に対して、募集人関係手続が新システムに対応する旨を

周知するとともに、新システムの利用を少額短期保険業者に慫

慂するよう指示 

令和３年９月 22日 「金融庁電子申請・届出システムにおける少額短期保険募集人

に係る登録申請・届出の運用開始のお知らせ」を日本少額短期保

険協会に発出し、募集人関係手続が新システムに対応する旨の

周知及び新システムの利用を少額短期保険業者に慫慂するよう

依頼 

令和３年９月 30日 新システムの運用を開始（募集人関係手続） 

令和３年 10月 29日 「金融庁新システム説明会」（日本少額短期保険協会主催）にお

いて、少額短期保険業者に新システムの概要を説明するととも

に、新システムの利用を慫慂 

令和３年 10月 29日 「オンライン利用率引上げに係る基本計画」を改定・公表 

令和３年 11月～ 財務局が、オンライン化を少額短期保険業者に慫慂 

令和３年 12月１日 日本少額短期保険協会との意見交換会において、新システムの



 

 

利用を少額短期保険業者に慫慂するよう依頼 

令和３年 12月３日 「金融庁電子申請・届出システム（新システム）に関するアンケ

ート」を少額短期保険業者に発出 

令和３年 12月 16日 「少短経営トップセミナー特別講演『金融庁・財務局講演会』」

（日本少額短期保険協会主催）において、新システムの利用を少

額短期保険業者に慫慂 

令和４年１月 13日 「金融庁電子申請・届出システム操作説明会」を開催し、少額短

期保険業者に新システムの操作方法を具体的に説明するととも

に、新システムの利用を慫慂 

令和４年１月 13日 「金融庁電子申請・届出システム（新システム）に関するアンケ

ート」を少額短期保険業者に発出 

 


